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（総　則）

（業務の予定量）

戸

㎥

㎥

イ

ロ

（収益的収入及び支出）

（資本的収入及び支出）

 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出

１ 日 平 均 給 水 量

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

配 水 管 布 設 工 事

201,610

3,569,900

246,337

受 託 工 事

9,780

千円

千円

資本的収入

千円

1第３項

872,580

第２項

特 別 利 益

千円

233,169

499,693

千円

千円

収　　　　入

948,800

76,219

228,155

1

720,644

千円

主 な 建設 改 良 事 業

千円

千円

（４）

 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

第４条

　15,820千円，過年度分損益勘定留保資金 306,680千円で補てんするものとする。）

特 別 損 失

営 業 費 用

千円

千円

千円

千円

営 業 外 費 用

水道事業費用

第２項

第３項

第１項

第３条

水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

平 成 29 年 度 行 方 市 水 道 事 業 会 計 予 算

10,380

第２条  業務の予定量は，次のとおりとする。

第１条  平成29年度行方市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（１）

資本的支出

第２項

収　　　　入

負 担 金

第１款

（２）

（３）

第１款

第１項

第１款

　額に対し不足する額 322,500千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

千円248,807企業債償還金第２項

748,500

第１項

支　　　　出

第１款

千円

948,800

支　　　　出

426,000

国 庫 補 助 金 52,831 千円

建 設 改 良 費

第１項 企 業 債 140,000 千円

第３項

- 1 -



（企業債）

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（他会計からの補助金）

（たな卸資産の購入限度額）

月 日

 たな卸資産の購入限度額は，6,000千円と定める。

第９条  水道事業のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，91,502千円である。

第５条

水道事業費用の各項に計上した予定額に過不足が生じた場合における同一款内での

起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

第８条

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１）

第６条  一時借入金の限度額は，200,000千円と定める。

　　これらの経費の各項の間の流用。

55,386

は，それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

千円

 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又

職 員 給 与 費（１）

鈴 木 周 也行 方 市 長

行 方 市 水 道 事 業

第10条

平成２９年 提 出

5.0％以内

（ただし，利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について，利率見直
しを行なった後にお
いては当該見直し後
の利率）

利　　　　　　率 償　還　の　方　法起債の方法限度額起債の目的

証書借入又は
証券発行

借入先の融資条件に
よる。ただし，企業
財政その他の都合に
より繰上償還又は低
利に借り換えること
ができる。

配水管整備事業 140,000千円
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予定キャッシュ・フロー計算書

予算の実施計画

平成29年度の予定貸借対照表

平　成  29　年　度

行方市水道事業会計予算に関する説明書

平成28年度の予定損益計算書及び予定貸借対照表並びに

債務負担行為に関する調書

給与費明細書
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（収　入）

予定額 備　考

1 水道事業収益 948,800

1 営 業 収 益 720,644

1 給 水 収 益 699,600

2 受 託 工 事 収 益 1

3 そ の 他 の 営 業 収 益 21,043

2 営 業 外 収 益 228,155

1 受取利息及び配当金 431

2 他 会 計 補 助 金 91,502

3
消費税及び地方消費税
還 付 金

1

4 長 期 前 受 金 戻 入 135,955

5 雑 収 益 266

3 特 別 利 益 1

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

款 項 目

収益的収入及び支出

（単位：千円）

平成29年度　行方市水道事業予算実施計画書
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（支　出）

予定額 備　考

1 水道事業費用 948,800

1 営 業 費 用 872,580

1 原 水 及 び 浄 水 費 330,840

2 配 水 及 び 給 水 費 79,123

3 受 託 工 事 費 1

4 業 務 費 57,331

5 総 係 費 67,558

6 減 価 償 却 費 328,022

7 資 産 減 耗 費 9,703

8 そ の 他 営 業 費 用 2

2 営 業 外 費 用 76,219

1
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

59,217

2
消費税及び地方消費税
納 付 金

17,000

3 雑 支 出 2

3 特 別 損 失 1

1 過 年 度 損 益 修 正 損 1

（単位：千円）

款 項 目
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（収　入）

予定額 備　考

1 資 本 的 収 入 426,000

1 企 業 債 140,000

1 企 業 債 140,000

2 負 担 金 233,169

1 負 担 金 233,169

3 国 庫 補 助 金 52,831

1 国 庫 補 助 金 52,831

（支　出）

予定額 備　考

1 資 本 的 支 出 748,500

1 建 設 改 良 費 499,693

1 施 設 整 備 費 274,120

2 受 託 工 事 費 221,840

3 営 業 設 備 費 3,733

2 企業債償還金 248,807

1 企 業 債 償 還 金 248,807

款 項 目

資本的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目

（単位：千円）
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 47,928

減価償却費 328,021

受取利息及び受取配当金 △ 431

支払利息 59,217

固定資産除却費 9,702

未収金増減額（△は増加） △ 15,937

未払金の増減額（△は減少） 24,050

たな卸資産の増減額（△は増加） 388

長期前受金戻入額 △ 135,955

賞与引当金増減額（△は減少） 0

貸倒引当金増減額 △ 1,500

その他流動資産増加額 △ 72,321

その他流動負債増加額 74,562

　　　　小計 317,724

利息及び配当金の受取額 431

利息の支払額 △ 59,217

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 258,938

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 478,507

工事負担金による収入 221,840

施設負担金による収入 11,329

国庫補助金による収入 52,831

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 192,507

3 財務活動によるキャッシュ・フロー  

建設改良企業債による収入 140,000

建設改良企業債償還による支出 △ 248,807

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 108,807

資産増減額 △ 42,376

資金期首残高 551,259

資金期末残高 508,883

平成29年度　行方市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
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２．給料及び職員手当の増減額の明細

　　増減事由別内訳

児童手当

合計

（単位：千円）

扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

報 酬 給 料 賃 金 手 当 計

法定
福利費

55,526

△ 140

△ 140

13,210

△ 1,290

給　与　費　明　細　書

11,920

11,920

13,210

55,386

55,386

55,526

１．総　括

区　　分

職 員 数 給 与 費

（人）（人）

特別職 一般職

本
年
度

損益勘定支弁職員 7 27,172

資本勘定支弁職員

43,46616,294

27,172 16,294 43,466合　　　計 7

前
年
度

損益勘定支弁職員 7

資本勘定支弁職員

26,740 15,576 42,316

合　　　計 7 26,740 15,576 42,316

比
　
較

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員

合　　　計 0

1,150432 718 △ 1,290

比　　較 60 0

1,150432 718

1,134324 4,399

4,069前 年 度 1,014 324 1,152

6,5861,283 7141,074

330

区　分

△ 18 23 0 143

本 年 度

手
当
の
内
訳

区　分

本 年 度

780

600

180

1,260 714 6,443

前 年 度

比　　較

増減額

その他の増減分

区分

給　料

平均昇給率　1.33％

会計間の異動による増減

手　当

昇給に伴う増加分

718

会計間の異動による増減

432

備考説明

昇給期　4月　7人576

その他の増減分

扶養手当、期末手当、勤勉手当、通
勤手当、時間外手当、児童手当

△ 144

制度改正に伴う増減分
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３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

６級

５級

3級 4級

7

1

1

-        

28.57      

課長補佐

係　長

平成29年1月1日現在

高 校 卒

短 大 卒

区　分

１－１９ 164,700円

職員数（人）

一般行政職

大 学 卒

43.86

級

１－２９ 184,800円

区       分

（円）平成28年1月1日現在

（円）

一般行政職

357,860

平 均 給 料 月 額 318,351

平成29年1月1日現在

（円）

（円）

314,125

352,260

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

44.14

１－　９ 150,500円

一般行政職区　分

（歳）

計

２級

7

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

４級

3

２級

４級

課　長

３級

１級

57.13      

-        

1

6級5級

14.29      

100.00     

５級

42.85      

-        

14.29      

計

構成比（％）

-        

14.29      

100.00     

14.29      

14.29      

4３級

1級 2級区分

平成28年1月1日現在

2

６級 1

1

１級

主　幹

一般行政職 主　任
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

（６）定年退職および勧奨退職に係る退職手当

（７）その他の手当

合計

7

7

7

100

一般会計の制度との異同

（人）

（人）

本
年
度

2号給

(内勤勉0.850)

2.175      

一般会計の
制度

2.075      

比率　(B)/(A)

20年勤続の者

2.225      

(内勤勉1.70)

0

（人）

区  分
最高限度

（月分）（月分）（月分）(月分）

25年勤続の者

（人）

7

有

（人）

2.025      

7

（人） 0

0

区     分

100

備考

（人）

4号給
号給数別内訳

1号給

5号給

3号給

支給期別支給率 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

支給率(月分）

2.225      

12月（月分）

前
年
度

職員数 （A）

6号給

3号給

4.300      

4号給

7

（B）

（A）

7

7

本年度

区　分

2.075      

比率　(B)/(A)

(内勤勉0.850)

6月（月分）

100

(内勤勉0.850)

代表的な職種

一般行政職

1号給

（人）

0

（B） （人） 7

有
4.200      

49.5900 

35年勤続の者

（人）

（％）

（人）

（人）

(内勤勉1.60)

7

49.5900 

(内勤勉1.70)

(内勤勉0.800)

(内勤勉0.850)

（人） 0

0

（％）

25.5563 34.5825 

区　分

一般会計の
制度

25.5563 34.5825 49.5900 

(内勤勉0.800)

支給率等 49.5900 

4.300      

前年度

通勤手当 同

住居手当

扶養手当 同

同

7

0

100

0

0

7

0

（人）

（人）

職員数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

2号給

（人）5号給

6号給

昇給に係る職員数

退職時
特別昇給

なし

なし

その他の
加算措置等

定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算）

定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算）

- 10 -



126,512 126,512- -

金　額

～

期　間

（単位：千円）

期　間

H29

金　額

限度額

前年度までの支払義務
発生（見込み）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

債務負担行為に関する調書

料金収入

126,512

H31

事　項
左の財源内訳

上下水道料金徴
収等業務委託
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（単位：千円）

1 営　業　収　益

(1) 644,444

(2) 20,621 665,065

2 営　業　費　用

(1) 257,566

(2) 56,076

(3) 46,777

(4) 65,267

(5) 330,094

(6) 35,100 790,880

125,815

3 営　業　外　収　益

(1) 614

(2) 99,164

(3) 137,994

(4) 844 238,616

4 営　業　外　費　用

(1) 64,799 64,799 173,817

48,002

48,002

48,002

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

配 水 及 び 給 水 費

業 務 費

平成28年度 行方市水道事業予定損益計算書

（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

原 水 及 び 浄 水 費

受取利息及び配当金

総 係 費

減 価 償 却 費

経 常 利 益

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

当 年 度 純 利 益

当年度未処分利益剰余金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費
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（単位：千円）

１ 固　定　資　産

(1)

イ 108,738

ロ 552,224

△ 218,267 333,957

ハ 12,062,030

△ 6,790,707 5,271,323

ニ 2,647,903

△ 2,092,064 555,839

ホ 7,969

△ 7,076 893

ヘ 22,224

△ 19,782 2,442

6,273,192

6,273,192

２ 流　動　資　産

(1) 551,259

(2) 94,511

△ 5,500 89,011

(3) 7,368

(4) 518

(5) 64,122

712,278

6,985,470

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

平成28年度 行方市水道事業予定貸借対照表
 （ 平成29年3月31日 ）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物
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（単位：千円）

3

(1)

イ

2,929,408

2,929,408

2,929,408

４ 流　動　負　債

(1)

イ

248,807

248,807

(2) 41,892

(3)

イ 3,814

3,814

(4) 162

(5) 73,272

367,947

５ 繰　延　収　益

(1) 6,626,730

(2) △ 4,120,751

2,505,979

5,803,334

６ 資　本　金

(1) 1,069,147

1,069,147

７ 剰　余　金

(1)

イ 64,987

ロ 48,002

112,989

112,989

1,182,136

6,985,470

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰
余 金

資 本 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

自 己 資 本 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

預 り 保 証 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

負　債　の　部

固　定　負　債

企 業 債

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計
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（単位：千円）

１ 固　定　資　産

(1)

イ 108,738

ロ 552,224

△ 229,331 322,893

ハ 12,511,550

△ 7,049,957 5,461,593

ニ 2,651,359

△ 2,149,421 501,938

ホ 7,970

△ 7,294 676

ヘ 22,224

△ 19,915 2,309

6,398,147

6,398,147

２ 流　動　資　産

(1) 508,883

(2) 110,448

△ 4,000 106,448

(3) 6,980

(4) 518

(5) 131,088

753,917

7,152,064

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

平成29年度 行方市水道事業予定貸借対照表
 （ 平成30年3月31日 ）

資　産　の　部

土 地

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産
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（単位：千円）

３

(1)

イ

2,822,265

2,822,265

2,822,265

４ 流　動　負　債

(1)

イ

247,144

247,144

(2) 65,942

(3)

イ 3,814

3,814

(4) 162

(5) 147,834

464,896

５ 繰　延　収　益

(1) 6,891,545

(2) △ 4,256,706

2,634,839

5,922,000

６ 資　本　金

(1) 1,069,147

1,069,147

７ 剰　余　金

(1)

イ 112,989

ロ 47,928

160,917

160,917

1,230,064

7,152,064

負　債　の　部

固　定　負　債

企 業 債

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

建設改良の財源等に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

収 益 化 累 計 額

資 本 金 合 計

預 り 保 証 金

未 払 金

引 当 金

負 債 合 計

自 己 資 本 金

負 債 資 本 合 計

流 動 負 債 合 計

資　本　の　部

剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当年度未処分利益剰
余 金

利 益 剰 余 金
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項

地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表等を作成している。

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　　先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

・減価償却の方法

定額法（ただし，取替資産については，取替法による。）

・主な耐用年数

建物 10～60 年

構築物 10～60 年

機械及び装置 8～20 年

車両運搬具 4～5 年

工具・器具及び備品 5～8 年

３ 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することになっているため，退職

給付引当金は計上していない。

(2)賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

(3)法定福利費引当金

　職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に

おける支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

(4)貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権等について個別に回収可能性

を検討し，回収不能見込額を計上している。

４ 消費税等の会計処理

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，20,840千円

である。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注　記　事　項
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1

予　算　附　属　書　類

本年度予算と前年度予算との比較
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１．収益的収入及び支出

（収　入）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 948,800 954,500 △ 5,700

1 営 業 収 益 720,644 716,464 4,180

1 給 水 収 益 699,600 696,000 3,600

2 受 託 工 事 収 益 1 1 0

3 そ の 他 の 営 業 収 益 21,043 20,463 580

2 営 業 外 収 益 228,155 238,035 △ 9,880

1 受取利息及び配当金 431 614 △ 183

2 他 会 計 補 助 金 91,502 99,164 △ 7,662

3
消費税及び地方消費税
還 付 金

1 1 0

4 長 期 前 受 金 戻 入 135,955 137,994 △ 2,039

5 雑 収 益 266 262 4

3 特 別 利 益 1 1 0

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1 1 0

款　項 目

水 道 事 業 収 益
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（単位：千円）

金　額

1 水 道 料 金 699,600 水道料金 699,600

1 工 事 負 担 金 1 工事負担金 1

1 材 料 売 却 収 益 1 材料売却収益 1

2 手 数 料 702 給水装置工事設計審査・工事検査手数料 151

指定給水装置工事者申請手数料 11

督促手数料 540

3 他 会 計 負 担 金 10,310 消火栓修繕工事負担金 10,310

4 雑 収 益 10,030 下水道使用料徴収業務受託料 10,030

1 預 金 利 息 431 預金利息 431

1 他 会 計 補 助 金 91,502 一般会計補助金 91,502

1
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

1 消費税及び地方消費税還付金 1

1 長 期 前 受 金 戻 入 135,955 固定資産の取得・改良に伴い交付された 135,955

補助金等の収益化額

1 不 用 品 売 却 収 益 1 不用品売却収益 1

2 そ の 他 雑 収 益 265 受水施設電気料金 256

コピー代 9

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

節 備　　　　　考
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（支　出）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 948,800 954,500 △ 5,700

1 営 業 費 用 872,580 873,284 △ 704

1 原 水 及 び 浄 水 費 330,840 306,416 24,424

2 配 水 及 び 給 水 費 79,123 88,189 △ 9,066

款　項 目

水 道 事 業 費 用
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（単位：千円）

金　額

1 備 消 品 費 454 備消耗品費 454

2 通 信 運 搬 費 4,011 専用回線・携帯電話料 4,011

3 委 託 料 21,056 工業計器点検業務委託料 6,512

配水ポンプ点検 1,555

電気保安業務委託料 1,761

保守点検業務委託料 110

水質検査委託料 8,265

施設清掃等業務委託料 2,632

泉配水場管理棟機械警備委託料 221

4 手 数 料 85 腸内病原菌検査手数料 12

浄化槽汲取及び法定点検手数料 73

5 賃 借 料 723 手賀・中山・蔵川浄水場用地借地料 723

6 修 繕 費 51,818 取水・浄水施設修繕費 51,818

7 動 力 費 59,214 浄水場等電気料金 59,160

自家発電燃料代 54

8 薬 品 費 10,251 次亜塩素酸ナトリウム 7,031

炭酸ガス・PAC 3,220

9 受 水 費 183,179 県受水費 183,179

10 保 険 料 49 施設火災保険料 49

1 備 消 品 費 530 備消耗品費 530

2 委 託 料 7,678 配水管内洗浄作業委託料 7,198

漏水当番待機委託料 480

3 賃 借 料 460 管路マッピングシステム保守委託料 450

配水管埋設借地料 10

4 修 繕 費 68,434 量水器更改・修繕費 8,908

給・配水施設修繕費 23,760

消火栓修繕費 10,310

老朽管更新に伴う給水装置接続 25,456

節 備　　　　　考
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本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

3 受 託 工 事 費 1 1 0

4 業 務 費 57,331 46,632 10,699

5 総 係 費 67,558 66,849 709

款　項 目
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（単位：千円）

金　額

5 材 料 費 1,500 漏水等補修用材料費 1,500

6 保 険 料 521 水道賠償責任保険料（日本水道協会） 521

1 工 事 費 1 給水装置工事・修繕工事等の受託工事費 1

1 備 消 品 費 386 備消耗品費 386

2 印 刷 製 本 費 1,253 水道料金納付書等印刷代 1,253

3 委 託 料 42,171 上下水道料金徴収等業務委託料 42,171

4 手 数 料 3,349 口座振替取扱手数料 1,231

口座振替伝送手数料 1,231

コンビニ収納手数料 887

5 賃 借 料 10,172 水道料金システム賃借料 10,172

1 報 酬 1,800 一般嘱託員報酬 1,800

2 給 料 27,172 職員給与費（7人） 27,172

3 手 当 12,760 扶養手当 1,074

住居手当 324

通勤手当 1,134

時間外勤務手当 1,283

管理職手当 714

期末手当 4,518

勤勉手当 2,933

児童手当 780

4 賞与引当金繰入額 4,289 賞与引当金繰入額 3,617

法定福利費引当金繰入額 672

5 法 定 福 利 費 12,245 共済組合負担金 8,250

退職手当負担金 3,670

一般嘱託職員社会保険料等 325

6 旅 費 208 普通旅費 70

一般嘱託職員通勤手当 138

7 備 消 品 費 360 備消耗品費 360

8 燃 料 費 778 公用車ガソリン代 778

9 印 刷 製 本 費 171 予算・決算書等印刷代 171

10 通 信 運 搬 費 1,676 郵送料 1,676

11 賃 借 料 752 コピー機リース料 452

公用車リース料 300

節 備　　　　　考
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本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

6 減 価 償 却 費 328,022 330,094 △ 2,072

7 資 産 減 耗 費 9,703 35,101 △ 25,398

8 そ の 他 営 業 費 用 2 2 0

2 営 業 外 費 用 76,219 81,215 △ 4,996

1
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

59,217 64,213 △ 4,996

2
消費税及び地方消費税
納 付 金

17,000 17,000 0

3 雑 支 出 2 2 0

3 特 別 損 失 1 1 0

1 過 年 度 損 益 修 正 損 1 1 0

款　項 目
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（単位：千円）

金　額

12 修 繕 費 770 公用車・事務機器修繕費 770

13 補 償 金 50 車両事故補償金 50

14 食 糧 費 12 食糧費 12

15 会 費 負 担 金 281 日本水道協会負担金 151

鹿行地区上水道業務研究会負担金 20

県公共料金暴力対策協議会負担金 10

鹿行広域水道連絡協議会負担金 50

研修負担金 50

16 保 険 料 202 自動車任意保険料 149

自動車損害賠償責任保険料 53

17 公 課 費 32 自動車重量税 32

18 貸倒引当金繰入額 4,000 貸倒引当金繰入額 4,000

1 有 形 固 定 資 産 328,022 建物 11,064

減 価 償 却 費 構築物 259,250

機械及び装置 57,357

車両運搬具等 217

工具器具及び備品 134

1 固 定 資 産 除 却 費 9,702 除却損又は廃棄損撤去費 9,702

2 たな卸資産減耗費 1 棄損変質又は滅失による除去費 1

1 材 料 売 却 原 価 1 材料売却原価 1

2 雑 支 出 1 過年度過誤納還付金 1

1 企 業 債 利 息 59,217 企業債利息 59,217

1
消費税及び地方消
費 税 納 付 金

17,000 消費税及び地方消費税納付金 17,000

1 不 用 品 売 却 原 価 1 不用品売却原価 1

2 雑 支 出 1 雑支出 1

1 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 1

節 備　　　　　考
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２．資本的収入及び支出

（収　入）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 426,000 352,570 73,430

1 企 業 債 140,000 200,000 △ 60,000

1 企 業 債 140,000 200,000 △ 60,000

2 負 担 金 233,169 100,152 133,017

1 負 担 金 233,169 100,152 133,017

3 国 庫 補 助 金 52,831 52,418 413

1 国 庫 補 助 金 52,831 52,418 413

（支　出）

本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

比較増減

1 748,500 734,900 13,600

1 建 設 改 良 費 499,693 476,377 23,316

1 施 設 整 備 費 274,120 384,927 △ 110,807

2 受 託 工 事 費 221,840 88,810 133,030

3 営 業 設 備 費 3,733 2,640 1,093

2 企 業 債 償 還 金 248,807 258,523 △ 9,716

1 企 業 債 償 還 金 248,807 258,523 △ 9,716

資 本 的 支 出

款　項 目

資 本 的 収 入

款　項 目
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（単位：千円）

金　額

1 上 水 道 事 業 債 140,000 配水管整備事業債 140,000

1 工 事 負 担 金 221,840 消火栓設置負担金 6,920

配水管布設替負担金 214,920

2 施 設 負 担 金 11,329 新規加入負担金 11,329

1 生 活 基 盤 施 設 52,831 重要給水施設配水管 30,160

耐 震 化 等 交 付 金 緊急時用連絡管 22,671

（単位：千円）

金　額

1 委 託 料 27,783 配水管布設設計委託料 27,783

2 工 事 費 246,337 重要給水施設配水管布設工事 85,601

緊急時用連絡管布設工事 64,211

老朽管更新工事 53,795

要望・市布設 40,420

布設替工事 2,310

1 委 託 料 20,230 消火栓設置設計委託料 630

配水管布設替設計委託料 19,600

2 工 事 費 201,610 消火栓設置工事 6,290

配水管布設替工事 195,320

1 備 消 品 費 3,733 量水器 3,001

量水器ボックス 270

プリンター 462

1 企 業 債 償 還 金 248,807 企業債元金償還金 248,807

節 備　　　　　考

節 備　　　　　考
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